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訴   状 

 

平成３０年１２月７日 

 

さいたま地方裁判所 民事部 御中 

 

                  原告訴訟代理人弁護士 長 田    淳 

                   

同          久保田  和 志 

                    

同          佐 藤  徳 典 

                                      

同          木 村  智 博 

 

同          宮 西  陽 子 

                    

                  同          木 下  真由美 

                    

        

当事者の表示  別紙当事者目録記載の通り 

代理人の表示  別紙代理人目録記載の通り 

 

契約条項使用差止請求事件 

 訴訟物の価格   金１，６００，０００円 

 貼用印紙の額      金１３，０００円 
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請求の趣旨 

 

１ 被告は，消費者との間で，外壁等塗装契約を締結するに際し，別紙契約条項目

録記載の契約条項を含む契約の申込又は承諾の意思表示を行ってはならない。 

２ 被告は，その従業員らに対し，被告が前項記載の意思表示を行うための事務を

行わないことを各指示せよ。 

３ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 との判決を求める。 

  

請求の原因 

第１ はじめに 

 本件は，被告が，消費者との間で，外壁等塗装契約を締結する際，消費者契約法

に違反する不当条項を利用し，又は利用するおそれがあることから，適格消費者団

体である原告が，消費者契約法第１２条第３項に基づき，それらの不当条項による

意思表示の差止めを求める事案である。 

 

第２ 当事者 

 １ 原告は，消費者の権利擁護を目的とし，商品，サービス及び契約に関わる調

査，研究，検討を行っている消費者・消費者団体・消費生活相談員・弁護士・

司法書士等で構成している特定非営利活動法人であり，平成２１年３月５日に

内閣総理大臣から消費者契約法第１３条に基づいて認定され，平成３０年２月

２６日に認定更新された適格消費者団体である（甲１）。 

 ２  被告は，東京都中野区に本店を置く株式会社であり，建築工事の設計，請負，

施行及び監理等を目的とする会社である。 
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第３ 本件利用規約内の条項が，消費者契約法に反すること 

 １ はじめに 

   被告が使用する「御契約書」と題する外壁等塗装契約書（甲２）には，別紙

契約条項目録記載の各条項（以下「本件各条項」という。）が記載されている。 

   しかしながら，以下，指摘するように，本件各条項には，特定商取引に関す

る法律（以下「特定商取引法」という。），消費者契約法に違反する内容が含

まれている。 

   以下，詳細を述べる 

 ２ 別紙契約条項目録１記載の契約条項について 

  （１）契約条項第９条(1)について 

   別紙契約条項目録１記載の契約条項第９条⑴（以下「本条項１の１」という。）

は，請負代金の支払いを遅延した場合，被告は，貴社契約者に対し，年１４．

６％の遅延損害金を請求できる旨定めている。 

この点，本条項１の１は，契約条項第１０条に照らし，訪問販売においても

使用されることが想定されているところ，特定商取引法第１０条第２項は，未

払額の年６％を遅延損害金の上限としている。 

したがって，本条項１の１は，特定商取引法第１０条第２項に違反し，不当

条項に該当する。 

  （２）契約条項第９条(2)について 

    別紙契約条項目録１記載の契約条項第９条⑵（以下「本条項１の２」という。）

は，被告の責に帰すべき事由により発生した損害について，注文者が被告に請

求できる損害金の上限を定めている。 

しかしながら，消費者契約法第８条第１項第２号は，事業者の債務不履行（故

意又は重大な過失によるものに限る。）により消費者に生じた損害を賠償する

責任の一部を免除する条項について，無効とする旨を定めている。 

したがって，本条項１の２は，被告の故意又は重大な過失により生じた損害

についても，賠償責任の一部を免除することとしている点で，消費者契約法第

８条第１項第２号に違反し，不当条項に該当する。 
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 ３ 契約条項目録２について 

   別紙契約条項目録２記載の契約条項第１０条⑴（以下「本条項２」という。）

では，訪問販売（飛び込み営業）が行われた場合，契約日から８日以内であれ

ば，クーリングオフが可能であるとしている。 

しかしながら，特定商取引法第９条第１項は，法令の定める申込みの内容を

記載した書面又は契約の内容を明らかにする書面（以下，これらの書面を「法

定書面」という。）を受領してから８日以内に限り，クーリングオフが可能で

ある旨を定めており，特定商取引法第９条第８項は，これに反する特約で申込

者等に不利なものは，無効であるとしている。 

したがって，本条項２は，特定商取引法第９条第８項に違反し，不当条項に

該当する。 

 ４ 契約条項目録３について 

   別紙契約条項目録３記載の契約条項第１１条⑴（以下「本条項３」という。）

は，注文者が，工事が完成する前に必要に応じて契約を解除する場合，工事の

進捗状況に伴う実費清算の他，違約金として，契約金の３割を支払うものとし

ている。 

この点，消費者契約法第９条第１号は，消費者契約の解除に伴う損害賠償の

額を予定し、又は違約金を定める条項であって、これらを合算した額が、当該

条項において設定された解除の事由、時期等の区分に応じ、当該消費者契約と

同種の消費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均的な損害の額を超え

るものについて，当該超える部分を無効であるとしている。 

また，特定商取引法第１０条第１項第３号及び第４号は，訪問販売において，

役務の提供開始後に契約が解除された場合には，提供された当該役務の対価に

相当する額，役務の提供開始前に契約が解除された場合には，契約の締結及び

履行のために通常要する費用の額に対し，それぞれ法定利率（年６％）による

遅延損害金を加算した金額を越える額の金銭の支払いを消費者に請求すること

は，禁止している。 

   したがって，本条項３は，工事の進捗状況に伴う実費清算額及び違約金の金
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額が，解除の事由，時期等の区分に応じ，事業者に生ずべき平均的な損害額を

超える場合に，消費者契約法第９条第１号に違反するとともに，訪問販売によ

り契約が締結された場合には，特定商取引法第１０条第１項第３号及び第４号

にも違反し，不当条項に該当する。 

 

第４ 関連する事実（提訴前の被告とのやり取り） 

 原告は，被告に対し，平成２８年９月８日付で，「お問合せ」と題する書面

を送付し，本条項１の２につき，当該条項が事業者たる被告の故意または重大

な過失により生じた損害についても適用されるか，同２につき，法定書面交付

の有無，同３につき，違約金を契約金の３割とした理由及びその算出根拠につ

き問い合わせた（甲３）。 

 上記問合せに対し，平成２８年９月２８日，被告（名前は名乗らず）から，

原告に対し，電話があり，上記問合せに対する回答義務の有無，回答しない場

合の罰則の有無，問合せに至る経緯の説明を求められた。原告は，被告から原

告に対してなされたこの問合せ内容を文書にして原告に送付するよう求めた

が，被告は自ら文書を作成することを拒み，「今言った内容を文書にしてＦＡ

Ｘをくれれば，それに押印する」旨述べた。そこで，原告は，上記問合せが被

告の回答として受け止める旨を被告に伝えた。 

 原告は，被告の上記架電の内容に鑑み，原告からの当初の問合せには回答し

ないものと判断し，被告に対し，平成２８年１２月８日付で，「申入書」と題

する書面を送付し，本件各条項の使用停止，もしくは適切な表示への修正を申

し入れた（甲４）。 

 そうしたところ，被告から，原告に対し，「弊社は顧問弁護士に相談しなが

ら，コンプライアンスの観点において契約書は随時見直ししております。」と

の平成２９年１月１６日付回答書が送付された（甲５）。また，同月１９日に

は，被告（遠藤氏）から，原告に対し，電話で「なるべく早く改善したいと思

っている」旨の回答があった。これを受けて，原告は，被告に対し，「改善さ

れたらその内容を連絡ほしい」旨述べた。 
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 その後，原告は被告に対し，平成２９年２月２１日付書面で，契約書の見直

しが完了したら見直し済みの契約書を送付されたい旨通知した（甲６）。 

 しかし，これに対する被告からの連絡はなく，原告は，平成２９年４月２４

日，同年６月２２日の２度にわたって被告に架電し，契約書の見直し状況につ

き問い合わせたが，被告（藤田氏）は，担当の遠藤氏が不在のため回答できな

い旨返答した。 

 そして，平成２９年６月２３日には，被告の名前を名乗らない人物より原告

に電話があり，原告は見直し状況について問い合わせたが，「今，やってるよ。

・・・ing だよ！」とだけ返答し，一方的に電話を切られた。 

 原告は平成２９年７月３日，再度書面にて，契約書をどのように見直すのか，

その時期及び内容につき問い合わせた（甲７）。 

 平成２９年７月５日，被告のカミヤ氏（漢字による表記は不明）より原告に

電話があり，「しつこいんだよ，やるって言ってるだろ，弁護士にも依頼して

んだ。」「やってるって言ってるんだろう。お前たちの会社はなんなんだよ，

こっちにこいや，こっちによ」と話して一方的に電話を切られた。 

 しかし，これ以降，被告からの連絡は一切なかった。 

 そのため，原告は，被告に対し，平成３０年１月２９日付で消費者契約法第

４１条第１項に基づき，差止請求書を送付した（甲８）。 

 しかしながら，現在に至るまで，被告は，条項の変更等の対応はしていない。 

 

第５ 被告が，別紙契約条項目録記載の各条項を含む消費者契約を現に行い又は

行うおそれがあること 

   被告は，東京・埼玉・千葉・神奈川などを主たる営業地域としている（甲

９）。 

   そして，被告は現在も本件各条項を含む契約書を使用しており，被告との

契約を解約する消費者に対しては本条項３による違約金の請求を行っている

（甲１０）。 

   被告のかかる姿勢からは，被告に，別紙契約条項目録記載の各条項を改め
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る意思がないことは明らかであり，被告が，埼玉県を含む関東各地域におい

て，各条項を含む消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示を現に行い，

又は行うおそれがある（消費者契約法１２条３項）。 

 

第６ 結語 

   よって，原告は，被告に対し，消費者契約法第１２条３項，特定商取引法

第５８条の１８第２項第１号及び同第２号に基づき，被告が不特定多数の消

費者との間で本件契約を締結するに当たって，別紙契約条項目録記載の契約

条項を含む意思表示を行わないこと，及び同意思表示を行うための事務を行

わないことを被告の従業員に対し指示することを求める。 

以 上 

 

証 拠 方 法 

 

甲第１号証     適格消費者団体認定更新通知書 

甲第２号証     契約事項 

甲第３号証   平成２８年９月８日付お問合せ 

甲第４号証     平成２８年１２月８日付申し入れ書 

甲第５号証   平成２９年１月１６日付回答書 

甲第６号証   平成２９年２月２１日付ご連絡 

甲第７号証   平成２９年７月３日付ご連絡 

甲第８号証   平成３０年１月２９日付差止請求書 

甲第９号証     ホームページ写し 

甲第１０号証   消費者契約法第４０条第１項に基づく申請書に対する回答に 

ついて 
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添 付 書 類 

 

１ 訴状副本           １通 

２  甲号証写し         各２通 

３ 訴訟委任状          １通 

４ 資格証明書          ２通 

５ 定款             １通 

６ 理事会議事録         １通 
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当  事  者  目  録 

 

〒３３０－００６４ さいたま市浦和区岸町七丁目１１番５号 

埼玉県生活協同組合連合会内 

            原      告   特 定 非 営 利 活 動 法 人 

                       埼玉消費者被害をなくす会 

            上記代表者理事長   池 本 誠 司 

 

〒１６４－００１３ 東京都中野区弥生町１丁目９番８号 

トーソー本社ビル７階 

 

被      告   株式会社トーソーコンストラクション  

上記代表者代表取締役   紙  谷  武  幸 
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代 理 人 目 録 

 

〒３３０－０８０２ さいたま市大宮区宮町２丁目２８番地 

あじせんビル４階・６階 

埼玉中央法律事務所（送達場所） 

      ＴＥＬ ０４８－６４５－２０２６ 

      ＦＡＸ ０４８－６４３－５７９３ 

  原告訴訟代理人弁護士 長  田     淳 

  同          久 保 田  和  志 

            同          宮  西  陽  子 

 

〒３３０－０８４３ さいたま市大宮区吉敷町１－６２ 

マレーＳ・Ｔビル４０３ 

          はるか法律事務所 

            同          佐  藤  徳  典 

 

〒３３０－００６４ 埼玉県さいたま市浦和区岸町７－５－２１ 

                      プリミエコート岸町ビル６階 

          木村・東谷法律事務所 

            同          木  村  智  博 

 

 

〒３３０－００６４ さいたま市浦和区岸町７－１１－２ 松栄浦和ビル４階 

新埼玉法律事務所 

  同          木  下  真 由 美 
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契約条項目録 

 

御契約書 

 １ 第９条（遅延損害金） 

 ⑴  甲が請負代金の支払期日に支払いを遅延した時は，乙は，甲に対し遅延

額の年１４．６％に相当する遅延損害金を請求することが出来る。 

⑵  乙の責めに帰すべき事由により期間内に契約の目的物を引き渡すことが

出来ない時は，甲は，遅延日数１日につき請負代金額（工期内に部分完

工引渡しがなされた時は引渡部分に対する請負代金相当額を控除した金

額）の１０００分の１の損害金を乙に請求することが出来るものとし，

実際に発生した損害がこれを，超える場合でも，超過額の請求は出来な

いものとする。 

 ２ 第１０条（クーリング・オフ） 

⑴  お客様が弊社による飛び込み営業をきっかけとしてご契約された場合

は，御契約日から８日以内に書面で契約申込の撤回（クーリング・オフ）

をすることができるものとする。 

 ３ 第１１条（甲の中止又は解除権） 

⑴  甲は，工事が完成するまでは，必要に応じてこの契約を解除することが

できる。この場合甲は，工事進捗状況に伴う実費清算の他，違約金とし

て契約金の三割を支払うものとする。 

 


